
庁議（令和元年７月２２日）結果について 

 

１ 開 催 日 令和元年７月２２日（月） 

２ 場  所 庁議室 

３ 出 席 者 市長、石田副市長、石黒副市長、企画政策部長、総務部長 

       秘書広報担当部長 

４ 説 明 者 健康・こども部長、社会教育部長、平塚市民病院事務局長、学校教育部

長、市民税課長、事業課長、企画政策課長 

５ 事 務 局 財政課長、秘書広報課長、秘書担当課長、行政総務課長 

       企画政策課長、政策担当長、企画政策課主査 

６ 付議事項  

（１） 平塚市市税条例等の一部を改正する条例（案）について 

概要 １ 改正の趣旨 

 地方税法等の一部改正に伴い、平塚市市税条例等の一部を改正するも

のです。 

２ 改正の概要 

消費税率引き上げに伴う対応として、令和元年１０月１日から令和２

年９月３０日までの間に取得した軽自動車について（新車・中古車）、臨

時的特例措置として、環境性能割の税率を１％軽減するものです。 

結果 審議の結果承認された。 

 

（２） 平塚市競輪事業臨時従事員の給与の種類及び基準に関する条例の制定について 

概要 １ 制定理由 

平塚市競輪事業臨時従事員（本市が行う競輪事業に従事する地方公

務員法第２２条の２第１項第１号に掲げる職員であって、同法第５７

条に規定する単純な労務に雇用されるものをいう。以下「臨時従事員」

といいます。）の給与の種類及び基準を定めるため、この条例を制定す

るものです。 

２ 制定の内容 

臨時従事員の給与の種類及び基準を定めるものです。 

３ 施 行 日 令和２年４月１日 

結果 審議の結果承認された。 

 

（３） 平塚市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準等を定

める条例の全部改正について 

概要 幼児教育・保育の無償化に伴い、令和元年５月 31日付けで、特定教育・



保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準（平成 26年内閣府

令第 39号）の一部を改正する内閣府令が公布されたことを受けて、当該

条例を全部改正するもの。 

結果 審議の結果承認された。 

 

（４） 平塚市小学校就学前子どもの教育及び保育に関する条例の一部を改正する条例

（案）について 

概要 幼児教育・保育の無償化に伴い、令和元年５月 31日付けで、子ども・

子育て支援法施行令（平成 26年政令第 213号）の一部及び特定教育・保

育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準（平成 26年内閣府令

第 39号）の一部を改正する内閣府令が公布されたことを受けて、当該条

例の一部を改正するもの。 

結果 審議の結果承認された。 

 

（５） 平塚市立公民館の設置及び管理等に関する条例の一部を改正する条例（案）に

ついて 

概要 〇改正主旨 

地方自治法の改正により、特別職非常勤職員の任用が厳格化されるこ

とから、「平塚市立公民館の設置及び管理等に関する条例」のうち公民館

長にかかわる条文について所要の改正を行う。また、併せて文言の一部

を修正する。 

〇改正概要 

地区公民館の館長については、一般職員である中央公民館長が兼務す

るものとする。なお、現在の非常勤の公民館長については、「顧問」の身

分とする。 

結果 審議の結果承認された。 

 

（６） 平塚市民病院職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部を改正する条例

（案）について 

概要 １ 改正理由 

地方公営企業法第３８条第４項の規定に基づき、地方公務員法第２

２条の２第１項第１号に掲げるパートタイム会計年度任用職員に対し

て支給する給与の種類及び基準に関し必要な事項を定めるため、必要

な規定を整備するもの。 

２ 改正内容 

（１）パートタイム会計年度任用職員の給与の種類について規定する。 



（２）非常勤職員等の給与についての規定を削除する。 

（３）パートタイム会計年度任用職員について適用除外となる手当を

規定する。 

３ 施行日  令和２年４月１日 

結果 審議の結果承認された。 

 

（７） 平塚市中学校完全給食推進体制の設置について 

概要 中学校完全給食の早期実施などを掲げた「平塚市立中学校給食の基本

方針」に基づき、全庁的な推進体制を整備して必要となる事項を検討す

るために、「平塚市中学校完全給食推進本部（推進本部内に設置する専門

部会を含む）」を設置する。 

また、中学校完全給食実施に伴い学校現場等で検討が必要となる事項

について意見を聴取するため、学校長をはじめとした教職員及び保護者

等で組織する「平塚市中学校完全給食推進連絡会」を設置する。 

結果 審議の結果承認された。 

 

７ 報告事項 

（１）平塚市立中学校給食の基本方針について 

概要 中学校給食の実施を望む声が高まってきたことから、平成２９年度に

「平塚市中学校昼食検討委員会」を設置し、様々な角度から中学校での

昼食のあり方について議論を進め、平成３０年７月に検討会から「完全

給食の実施」の提言がされた。これを受け、本市教育委員会において「平

塚市立中学校給食の基本方針」を定め、中学校完全給食実施に取り組ん

でいく。 

なお、この基本方針は７月３１日の平塚市教育委員会定例会の際、決

定する予定です。 

 

（２）平塚市総合計画の中間見直しについて 

概要 本市では、平成２８年度から平成３５年度（令和５年度）を計画期間

とする平塚市総合計画～ひらつかＮＥＸＴ～（以下、現計画）を策定し、

自治基本条例に定めるまちづくりの指針の実現を目指してまいりまし

た。 

今年度は、現計画の計画期間の中間年を迎えることから、今後４年間

における施策や目標を定めるため、現計画を改訂いたします。 

改訂に当たっては、現計画の基本的な構成を維持するとともに、現計

画の４年間を振り返った結果や国の動向・社会情勢の変化を踏まえつつ、



将来人口の推計や財政状況の見通しの更新、市長の新たな公約との整合

性を図ってまいります。 

また、策定体制及びスケジュールについては、部長級の庁内策定委員

会及び外部有識者等で構成される審議会で御議論いただき、審議会を通

じた諮問・答申を行い、２月の庁議を経て、改訂基本計画を策定いたし

ます。 

なお、地方創生の実現を目指す平塚市総合戦略は、現計画と一体的に

策定されているため、当該戦略についても、今回の中間見直しを通じて

改訂いたします。 

 

以 上 


